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①“次世代のITS通信”の活用を想定するユースケース ②V2X通信とV2N通信との連携方策など

③5.9GHz帯V2X通信向け割当方針、導入ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの検討の方向性
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2040年頃の自動運転車の合流支援などの実現には、車載器の普及が
不可欠であることを念頭に置き、
－ 導入期：協調型自動運転以外のユースケース（交通弱者の保護を含

む安全・安心や交通流円滑化など）
－ 普及期：協調型自動運転も含めたユースケース（上記に加え、路車
間・車車間通信による調停・ﾈｺﾞｼｴｰｼｮﾝを用いた合流支援など）
に取り組むべきであり、その検討に当たっては、既存ITS無線との連携や

インフラ整備なども深堀が必要
また、車載器の普及や将来に渡って長く使うためには、発展性や拡張性

も重要であり、安全・安心を最優先としつつ新たなユースケースの出現に
も柔軟に対応できる工夫（OTA技術など）が必要

V2X通信、V2N通信の特徴を踏まえ、相互補完しながら活用することが重
要であり、商用車（サービスカー）／自家用車（オーナーカー）それぞれについて
連携・役割分担を検討すべきであり、自動運転／通信技術の進展を踏まえ、
将来的にはQoSを考慮したネットワークアーキテクチャの検討なども必要

諸外国との周波数調和、既存無線局との干渉などを考慮し、5.9GHz帯V2X
通信向けの割当方針として、まずは5.9GHz帯の上半分（5,895～5,925MHzの
30MHz幅）を検討すべき

導入ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟについては、「協調型自動運転方式ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ」で掲げられた
目標（2030年頃の5.9GHz帯V2X通信機器の導入）に向け、実証・検証する
ユースケースや環境整備（移行促進策など）と併せて具体化すべき



5.9GHz帯V2X通信向けの割当方針の検討の方向性 3

 国際的な周波数調和や既存無線局との干渉などを勘案し、5,895～5,925MHzの最大30MHz幅
を目処にV2X通信向けの割当てを検討することとする

 具体的には、① 5,888～5,925MHzを使用する放送事業用無線局の移行先周波数の確保、
② 5.9GHz帯V2Xシステムの隣接システム等（放送事業、無線LAN、ETCなど）との技術的検討
（周波数共用検討）を行ったうえで、割当方針を決定すべき

 なお、5,850～5,888MHzのV2X通信向け割当ては、諸外国の動向などを踏まえ改めて検討す
ることとする
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隣接システム等（放送事業、無線LAN、
ETCなど）との周波数共用検討が必要
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 内閣府SIP自動運転における検討成果である「協調型自動運転方式ロードマップ」を踏まえ、
－2040年頃の調停・ネゴシエーションによる合流支援などの協調型自動運転ﾕｰｽｹｰｽの実現
－（合流支援などの実現に向けた）2030年頃の5.9GHz帯V2X通信機器の導入
をメルクマールとして検討する

 上記の実現には、放送事業用無線局の周波数移行を促進しつつ、5.9GHz帯V2X通信機器の
実証・検証を推進する必要があり、導入ロードマップについては、実証・検証するユースケース
や環境整備（放送事業用無線局の移行促進策など）を踏まえて具体化していくべき

年度 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 2025-（R７-） 2030-（R12-） 2040-（Ｒ22-）

研究会等
－割当方針
－技術基準
－移行方策

機器開発
－実証検証
－標準規格

実用化等
－周波数移行

割当方針の検討

V2X技術的条件の検討

割当方針の具体化

移行促進策の検討

V2X機器開発・実証・検証

V2X標準規格検討

5.9GHz帯V2X
機器の導入

合流支援な
どの実現

………………

………………

放送事業用無線局の周波数移行
移行促進策による

短縮を検討短縮
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